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左
の
グ
ラ
フ
は
久
慈
市
の
人

口
と
市
民
税
の
推
移
を
示
し
た

も
の
で
す
。
令
和
６
年
３
月
の

久
慈
市
の
人
口
は
３
１
５
９
０

人
と
な
っ
て
い
ま
す
。
国
勢
調

査
の
人
口
を
基
に
し
た
人
口
推

計
に
よ
る
と
、
令
和
７
年
度
に

は
、
推
計
人
口
が
３
万
人
を
切

る
と
予
想
さ
れ
、
21
年
後
の
令

和
27
年
に
は
、
約
２
万
人
。
26

年
後
の
令
和
32
年
に
は
、
約

１
万
８
千
人
と
減
少
し
続
け
る

見
込
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。
人

口
が
減
少
す
る
と
税
収
が
減
り
、

市
の
自
主
財
源
が
減
る
こ
と
が

予
想
さ
れ
ま
す
。

　

一
方
で
歳
出
は
、
平
成
28
年

台
風
第
10
号
や
令
和
元
年
台
風

第
19
号
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
対
策
事
業
な
ど
の
影

響
に
よ
り
、
２
百
数
十
億
円
と

い
う
大
き
い
予
算
規
模
が
続
い

て
い
る
状
況
で
す
。
今
後
も
福

祉
関
係
や
公
共
施
設
の
維
持
管

理
な
ど
一
定
の
支
出
が
見
込
ま

れ
て
い
ま
す
。

　

自
主
財
源
が
減
る
と
、
法
律

で
定
め
ら
れ
た
事
業
な
ど
毎
年

決
ま
っ
た
事
業
に
し
か
お
金
が

使
え
な
く
な
り
、
市
の
裁
量
で

行
う
自
由
な
事
業
実
施
が
で
き

な
く
な
り
ま
す
。
久
慈
市
に
お

い
て
も
自
主
財
源
の
確
保
が
課

題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

久慈市の財政状況
事務事業経費の削減

　市では単年度の収支だけでなく、中長期の財政見通しをもって各事業を進
めています。今後も適切な財政運営が行えるよう、近年の状況を踏まえて財
政見通しを整理しました。

　

基
金
と
は
、
目
的
の
た
め
に

積
み
立
て
る
市
の
貯
金
で
す
。

右
の
グ
ラ
フ
は
、
突
発
的
な
支

出
に
備
え
る
た
め
の
財
政
調
整

基
金
と
、
市
の
借
金
で
あ
る
市

債
の
返
済
に
充
て
る
市
債
管
理

基
金
の
推
移
を
示
し
て
い
ま
す
。

　

令
和
５
年
度
の
当
初
予
算
編

成
で
約
７
億
円
、
令
和
６
年
度

は
約
６
億
円
の
取
り
崩
し
を
行

い
、
基
金
が
急
激
に
減
少
し
て

い
ま
す
。
基
金
が
無
く
な
る
と

災
害
な
ど
の
突
発
的
な
出
費
に

対
応
で
き
な
く
な
る
た
め
、
収

入
と
支
出
の
均
衡
を
図
り
、
基

金
を
取
り
崩
さ
な
い
財
政
運
営

を
目
指
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

基
金
の
状
況

人
口
減
少
と
歳
出
の
状
況

市有財産の売却・活用、ふるさと納税 使用・手数料の見直し

公共施設の合理化

財政健全化に向けた取り組み
　市財政の将来を見据え、持続可能な行財政基盤の構築を目指すた
めに、７つの財政健全化項目を実行し、令和７年度から９年度まで
の３年間の取り組みで収支の均衡を目指します。

補助・負担金の整理 職員人件費の抑制 市債発行額の抑制

　事業の選択と集中により、不要不急
の事務事業を選別。適正なサービス水
準に配慮しながら効率化を行い、歳出
規模の圧縮を図ります。

持
続
可
能
な
行
政
運
営

　
　
　
　

を
目
指
し
て

対策財政健全化に向けた財政健全化に向けた

　遊休施設・設備の売却や市有財産の
活用を実施。ふるさと納税返礼品の充
実・発信強化などを推進し、歳入確保
に務めます。

現状2024.11.１号　６2024.11.１号　６状

取
り
組
み
の
効
果

　市が実施している補助
金と負担金の内容や効果
を整理し、全体圧縮を図
ります。

　施設の管理計画に基づ
き、統合や廃止、民間事
業者への譲渡などを進め
ます。

　事務事業の選択と集中
により業務量を削減し、
時間外勤務手当の縮減な
どを図ります。

　公共事業を圧縮し、プ
ライマリーバランス（基
礎的財政収支）黒字額の
拡大を図ります。

　施設使用者、使用目的
による減免基準や物価上
昇を勘案した見直しを行
います。

基金がなくなる・財政の硬直化が進むと…

公共施設や道路の維持などができない 突発的な災害に対応できない 市の裁量で事業の実施ができない
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左
の
グ
ラ
フ
は
、
上
記
の
財

政
健
全
化
項
目
の
取
組
効
果
を

表
し
た
も
の
で
す
。
棒
グ
ラ
フ

は
基
金
残
高
、
折
れ
線
グ
ラ
フ

は
収
支
の
見
通
し
を
表
し
て
い

ま
す
。

　

濃
い
色
の
グ
ラ
フ
は
、
現
状

の
ま
ま
推
移
し
た
場
合
の
想
定

で
す
。
令
和
11
年
度
か
ら
基
金

が
枯
渇
し
、
収
支
も
赤
字
に
な

る
こ
と
が
予
想
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

薄
い
色
の
グ
ラ
フ
は
、
上
記

の
取
り
組
み
を
実
施
し
た
場
合

の
効
果
を
見
込
ん
だ
試
算
に
な

り
ま
す
。
令
和
15
年
ま
で
の
試

算
で
は
、
収
支
は
均
衡
を
続
け

て
い
き
ま
す
。

　

今
後
も
市
民
の
ニ
ー
ズ
に
応

え
、
適
切
な
行
政
運
営
を
行
っ

て
い
く
た
め
に
は
、
上
記
の
取

り
組
み
が
必
要
不
可
欠
で
す
。

取
り
組
み
へ
の
ご
理
解
と
ご
協

力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

市
が
持
続
可
能
な
行
政
運
営

を
し
て
い
く
た
め
に
は
、
財
政

健
全
化
の
取
り
組
み
に
加
え
て
、

自
主
財
源
の
確
保
に
努
め
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

市
で
は
、
洋
上
風
力
発
電
事

業
の
誘
致
や
脱
炭
素
先
行
地
域

推
進
事
業
を
進
め
て
い
ま
す
。

投
資
に
よ
る
地
域
経
済
の
拡
大

や
企
業
誘
致
に
よ
る
固
定
資
産

税
の
増
、
雇
用
創
出
、
所
得
向

上
に
よ
る
市
民
税
の
増
加
な
ど

が
見
込
ま
れ
ま
す
。
今
後
も
新

た
な
自
主
財
源
の
確
保
に
向
け

て
、
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

　

財
政
健
全
化
の
取
り
組
み
と

合
わ
せ
て
自
主
財
源
の
確
保
を

進
め
、
持
続
可
能
な
行
政
運
営

を
進
め
て
い
き
ま
す
の
で
、
ご

理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま

す
。


